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■ ⽬ 的 住宅リフォーム市場の環境整備と需要喚起

「住宅リフォームは内容が様々なうえにその範囲も広く、消費者がリフォーム
を理解し適切な情報活⽤に⾄るまでには⼤変な労⼒を必要とします。またリ
フォーム事業者にとっても、新たな技術やユーザーニーズに応えるために、⽇々
技術やサービスの研鑽が⽋かせません。
（⼀社）住宅リフォーム推進協議会では、住宅リフォームを取り巻く環境を整

備し、消費者・リフォーム事業者双⽅にとって有益かつ健全なリフォーム市場の
形成に努めてまいります。」

（協議会リーフレットより）

■沿 ⾰ 2000年 任意団体として設⽴
（（公財）住宅リフォーム・紛争処理⽀援センター内に事務局）

2001年「住宅リフォーム事業者倫理憲章」※を制定、
「住宅リフォーム⼯事標準契約書式」を作成

2005年「安⼼リフォーム推進宣⾔」の発表
2008年 ⼀般社団法⼈に移⾏
2010年「⻑寿命化リフォーム」を提唱
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住宅リフォームに関連する事業者が、その社会的使命に応え、
それぞれの業態に応じて事業を適切に⾏う際の共通の⾏動規範
として、次の7項⽬を2001年6⽉の総会で制定。
2005年に「安⼼リフォーム推進宣⾔」により再確認。

1. 依頼主の期待に応え、住み⼼地や資産価値が最⼤となるよう
努める。

2. 依頼主が適切な選択と判断ができるよう、常に正確な情報の
提供に努める。

3. ⾒積や契約等について誤解を⽣じないよう正確で分かりやす
い書⾯により適正な業務遂⾏に努める。

4. 依頼主にとってよき相談者となり、クレーム等に対して誠実
な対応に努める。

5. 関係法令を遵守し、さらに⾼い品性とモラルの保持に努める。

6. 住まいの質の向上を⽬指し、専⾨知識の習得と技術・技能の
研鑚に努める。

7. 依頼主の理解と協⼒を得て、健康で安全な⽣活環境の実現と
資源の有効利⽤等による地球環境保全への寄与に努める。

※「住宅リフォーム事業者倫理憲章」
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※正会員
（公社）インテリア産業協会
⼤阪ガス（株）
押出発泡ポリスチレン⼯業会
（公財）⿅児島県住宅・建築総合センター
（公社）かながわ住まいまちづくり協会
キッチン・バス⼯業会
（⼀財）熊本県建築住宅センター
（⼀財）経済調査会
（⼀財）建材試験センター
（⼀財）⾼齢者住宅財団
（⼀社）ＪＢＮ・全国⼯務店協会
（⼀財）静岡県建築住宅まちづくりセンター
（⼀社）住活協リフォーム
（⼀社）住⽣活リフォーム推進協会
（⼀社）住宅管理・ストック推進協会
（⼀財）住宅⽣産振興財団
（⼀社）住宅⽣産団体連合会
（⼀社）住宅リフォーム推進サポート協議会
（公財）住宅リフォーム・紛争処理⽀援センター
（⼀社）ステキ信頼リフォーム推進協会
（⼀財）住まいづくりナビセンター
（⼀社）⽯膏ボード⼯業会
（⼀社）全建総連リフォーム協会
全国管⼯事業協同組合連合会
（⼀社）全国建設室内⼯事業協会
全国建設労働組合総連合
（⼀社）全国古⺠家再⽣協会
（公社）全国宅地建物取引業協会連合会
（⼀社）全国⽊材組合連合会
（公社）全⽇本不動産協会
東京ガス（株）
（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター
（⼀財）⻑崎県住宅・建築総合センター
（⼀社）⽇装連リフォーム推進協議会

（⼀社）⽇本インテリアプランナー協会
（⼀財）⽇本ガス機器検査協会
（⼀社）⽇本空調衛⽣⼯事業協会
（⼀社）⽇本建材・住宅設備産業協会
（⼀社）⽇本建設業連合会
（公社）⽇本建築⼠会連合会
（⼀社）⽇本建築⼠事務所協会連合会
（⼀財）⽇本建築センター
（⼀財）⽇本建築総合試験所
（⼀財）⽇本建築防災協会
（⼀社）⽇本サッシ協会
⽇本室内装飾事業協同組合連合会
（⼀社）⽇本住宅協会
（公財）⽇本住宅・⽊材技術センター
（公社）⽇本しろあり対策協会
（⼀社）⽇本住宅リフォーム産業協会
（⼀社）⽇本ツーバイフォー建築協会
（⼀社）⽇本塗装⼯業会
（⼀社）⽇本⽊造住宅産業協会
⽇本⽊造住宅耐震補強事業者協同組合
（⼀社）不動産協会
（⼀社）プレハブ建築協会
（⼀社）ベターライフリフォーム協会
（⼀財）ベターリビング
（⼀社）マンション管理業協会
（公財）マンション管理センター
（⼀社）マンション計画修繕施⼯協会
（⼀社）マンションリフォーム推進協議会
（⼀社）リノベーション協議会
（⼀社）リビングアメニティ協会
（⼀社）リフォームパートナー協議会
（公社）ロングライフビル推進協会

67団体（2024年5⽉現在）

■ 会 員 正 会 員︓66団体（住宅・住宅リフォーム関連団体及びガス事業者）
特別会員︓102団体（都道府県、政令市、地⽅公社、UR、JHF、消費者団体）
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事務局⻑ （積⽔ハウス）
総務部⻑ （ベターリビング）
企画部⻑ （住宅リフォーム・紛争

処理⽀援センター）
業務部⻑ （ＴＯＴＯ）
広報部⻑ （⼤阪ガス※）

他 契約社員 3名

※東京ガスと３年交替

■ 組 織
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消費者向セミナー

シンポジウム

１．諸制度の改善要望
・会員団体の要望を集約し国⼟交通省に税制・予算 要望書を提出。
・会員団体の要望を集約し住宅⾦融⽀援機構に制度 要望書を提出。

２．調査研究活動
・⻑寿命化リフォーム等、事例収集と成功スキーム調査、テキスト作成
・住宅リフォーム事業者・消費者実態調査、リフォーム⼯事単価調査
・分譲・賃貸マンションリフォーム市場動向調査

３．情報提供・周知・啓発活動（令和５年度実績）
①事業者向け
・事業者向けセミナーを2７か所、シンポジウムを１回（オンライン併⽤）開催
・事業者からのリフォームの減税制度等電話相談業務
・国⼟交通省、経済産業省後援の「リフォームで⽣活向上プロジェクト」
登録イベントによって、全国の事業者のイベントを⽀援（２２２イベント）

・「減税制度の⼿引き」、「関係法令の⼿引き」他、事業者向け冊⼦発⾏※

②消費者向け
・消費者向けセミナーを1１か所で開催
・消費者からのリフォーム減税制度等電話相談業務
・地⽅公共団体の住宅リフォーム相談窓⼝担当者講習会を２２か所で開催
・地⽅公共団体の消費者⽀援制度（補助・融資など）のWEBでの周知と
情報提供

・住宅リフォーム事業社団体登録制度や安⼼R住宅制度のパンフ作成、動画
制作等の周知活動※

・住宅リフォームガイドブック他、消費者向け冊⼦発⾏※

■ 事業概要

ロゴマーク
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■住宅リフォーム
減税制度の⼿引き

■住宅リフォームガイドブック ■安⼼・快適
住宅リフォームハンドブック

■⼯事標準契約書式(有料) ■⼯事注⽂書・請書(有料)■安⼼R住宅

■リフォーム関係法令集

■住宅リフォーム事業者
団体登録制度

※刊⾏物の例
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③ホームページ
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⼀般社団法⼈ 住宅リフォーム推進協議会

電話

ホームページ

03-3556-5430
http://www.j-reform.com



リフォーム⼯事契約の⾃⼰都合に
よるキャンセルについて

2024年6⽉
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（注文者の中止権・解除権）

第１１条   注文者は、必要がある場合には、書面（電子メール等含む）をもって工事
を中止しまたはこの契約を解除することができる。これにより請負者に発生した損害
を注文者が賠償する義務を負う。

２ 注文者は請負者が正当な理由なく工事をしない場合、相当期間を定めて
書面（電子メール等含む）をもって催告し、その期間内に履行がない場合はこの
契約を解除することができる。ただし、期間を経過したときにおける債務の不履
行がその契約および取引上の社会通念に照らして軽微であるときはこの限りで
はない。

３ 次の各号の一にあたるときは、注文者は、書面（電子メール等含む）をもっ
て工事を将来に向かって中止し、またはこの契約を解除することができる。この
場合、注文者は、発生した損害を請負者に請求することができる。ただし、その
原因が注文者にある場合にはこの限りではない。
一 請負者が正当な理由なく、着手期日を過ぎても工事に着工しないとき。
二 正当な理由なく工事が工程表より著しく遅れ、工期内または期限後相当期
間内に、請負者が工事を完成する見込がないと認められるとき。
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三 請負者が強制執行を受け、資金不足による手形・小切手の不渡りを出し、
破産・会社更生・会社整理・特別清算の申し立てをし、もしくは受け、または民
事再生の申し立てをするなど、請負者が工事を続行できないおそれがあると
認められるとき。

四 請負者が第１２条第１項（注文者の責による工事の中止権）の各号の一に
規定する理由がないのに、この契約の解除を申し出たとき。

五 その他、請負者がこの契約に違反し、そのため契約の目的が達成できなく
なったと認められるとき。
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（解除に伴う措置）

第１３条 前２条により、注文者または請負者がこの契約を解除したときは、出来形
部分および工事材料・建築設備機器等の処理を含めて、注文者と請負者が協議
した上で、注文者は請負者に対して出来形部分の未払い分を支払い、過払いが
あるときは、請負者は過払い額について注文者に支払う。

２ 前項の協議の際には、当事者に属する物件について、その期間を定めてその引
取り、後片付け等の処置方法を検討して実行する。

３ 第１項の協議が調わない場合および前項の処置が遅れている場合、一方が催
告しても他方が正当な理由なくこの処置を行わないときは、自らその処置を実施
し、その費用を求償することができる。
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消費者とのトラブル対策

1. 契約は書面にて行う

2. 契約時に約款の説明を行う
3. 契約時にスケジュールの説明・確認を行う
4. 説明等を行った場合は記録に残す


